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1 ．は じめ に

　我が 国で は、多発す る様々 な 自然 災害の 教訓か ら再度

災害を防止 す るた め，ハ
ード，ソ フ ト，情報等 に 関す る

災害対 策を計画 的 にか つ 強力に 推進 し，安全基盤 を充 実

させ て きた 。

　しか しなが ら，1993年 （北海道南西 沖地震，大水窖），
199S年 〔兵 庫 県南都地 震 ），1998年 （全 国的 大水害》の

連続 し た 自然災害発 生 か ら も明らか なよ うに，自然 災害
に 限界 は な く，想像を超 え る大 災 害発 生の 可能 性 は 常 に

存在 す る 。

　古来より，人々 は災 害 とい う自然の 猛威 に 対 して 闘い
，

長 い 歴 史を通 して 災害対策を実施 し ， そ の 成果を積み 重

ね て経 済社会は発展 して きた。 換言すれ ば 自然災 害 対策

とは 自然 と人聞との 葛藤の 歴史で ある。
　
一

方，高度な産業 。都市活動に 依存 して い る 現代社会
に お い て

．
ハ イテ ク機器 の 浸水や、大規模な水害や 土砂
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災害等 に よ る交 通 ・通信 ・ライ フ ラ イ ン などの 長期 の 麻

蓮は ， 国民 生活 に 計 り知れ ない 影響 を 与 え る こ とか ら，
滾滅的被害を回避 し，被寄を最小 限 に と どめ る再度災害

防止 対策は 非常 に重要と考え る。

　大都市に お い て 兵庫県南部地震 の ように 堤防崩壊を伴
う規模の 地震が 発 生 し，しか も1998年の ような集中豪雨，
または 直下 型地 震 を起点 と して 南海地震が生 起 して 津波
が発 生 した 場 合，想像を絶す る複合水 災 害の 発 生が 予想
され る 。

　こ の た め ，ケ
ー

ス ス タデ ィ
ーと して ，大阪 府 都市域を

対象に，直下型地震 に続き， 被害 の 拡大が 大 き い と 予想
され る洪水 もし くは南海地震津波 が 生起 す る複合水 災害
に よ る被害 を予測 し，さらに複合水災害に おけ る防災・

減災方策を検討 す る こ ととする。

2．複合水災害検討の必要性

　自然 災客 が発 生 し易い 我が 国 の 特 性 か ら，大 規模な地
震 ・大型 台風な ど により，戰後か ら 1960年頃まで ほ ぼ毎

乳   人 を越 え る人 命が失 わ れ た。特 に，1959年の 伊勢
湾台風 は 死 者・行 方不．明者5，000人を超す激甚な被審 を発

生させ た 。

　 1960年頃か らは死 者・行方不 明者数 は減少 し，1992年
まで は 年間 100〜200人程 度 で 総 じて 漸減傾向に あ るが 、

こ れは ， こ れ まで に我が 国を襲 っ たような超大型 台 風 の

上陸や 大規 模 な 地震 等 の発 生等が なか っ た こ とが 理由と
して あ げ られ る。 また，二 度と同規模の 地震，台風等の

外 力 で 災害を受けない こ とを合言葉 に，戦後50年に わ た

る国士保全 に か か わ る祉会資本整備 の 計画的 かっ 強 力 な

推進、災 害対 策基 本 法 の 制 定等 の 防災関連諸 制度整備 に

よる防災 体制の 充実，気象観測施設 ・
設備の 整備充実，

災害情報伝達手段 の発 展普 及 等に よ る とこ ろ も大きい
。

　しか しなが ら ， こ こ 数 年 をみ る と，星993年7月 に は北

海道南西 沖地 震 災 害 の 発 生，同年8月〜9月に か け て は豪
雨 ・台風等 に よ る土 砂災害など大規模な災害が 重な っ た

り、1995年 1月 に は 阪神 ・淡路大震 災 に よ り，死 者 ・行方

不 明 者6
，
400 人 を超す戦後最大の 被害が発生 し， 現状の 防

災シ ス テ ム の 能 力 を大 き く超過 す る災 害 の 発生 が 常に 存

在するこ とを示 した。

　
一

方，我が国 の 社会経済は少子 ・高齢化 に よ る社 会 資
本 整備 に 対 す る投資余力の 減少，バ ブル の 影響 に よ る土
地 住 宅市 場 の 問題 な どの 状 況変化 に 対応 した課 題 を 抱え，
こ れまで進めて きた整備遠度で の 社会資本整備が困難な

状況に ある 。

　災 害発生 の 特徴をとらえる時，過 去50年間の 我が国の

社会 構 造の 高度化 ・複雑化 は，災 害 に対 す る脆 溺 性 を大

きく して きたとい え る。 これ は棄 因 の 脆弱化と表現で き

るが，こ の ような環境下で は，最 悪 の ケース を考 えた 対

策を明示 す る こ とが 必須となっ て い る 。 こ れ ま で幸 い に
して ，2 っ の 種類の 異 な る災害 は同 時，も し くは 時系 列

的に発 生 して こ な か っ た が，今後は これ を視野 に入 れ た

対策を考 え ざる を得 な い 状況下に ある と考え られ る。
　こ の よ うな状 況 を踏ま え，複合水災害とい っ た大規模
災害が発 生 した 場 合に お い て も壊滅的被害 を 回避 す るた

めの 対応を整理 してお くこ とが重 要 と考える。

3 ．複合水災害による被窖想定

　こ こ で は ， ケース ス タディ
ー

として ， 大阪 府都市域を
対象 に，直下型 地震に 続き，被害 の 拡大 が大 きい と予 想

され る洪水も しくは 南海地震津波が 生起 す る複合水 災害
に よる被審 を 予測す る。

（1）前提条件

a）基本方針

　想定対象は，図 1 に示 す よ うに，淀川左岸の淀川想定
氾 濫区 域の うち， 比較的市街化 が進展 し人 口 も集積 して
い る枚方市よ り下流域の 大阪府都市域 と した。

　
火

　　　　　　図 1　 河川 と施股の 位 置図

　災 害 と して は直下 型地震 後 に 水 害 （洪水，津波） が 発
生 す るもの とし、こ の 複合水災害 に よ る人 的被 害 を取 り

扱 うこ と と し た 。 な お ， それぞれ の 災害の 被害 に お い て

は以 下の よ うな特徴が ある。
　

・通 常 ， 洪水被害で は，人 的被害 を死 者 で は な く被 災

　　人 口 と して 評価 して お り，破堤点近 くや 土 石 流 に よ

　　る 被害の 他 は 水路等に落 ちて 溺れ る場合 を除 き ， 死

　　亡 する こ と は ま れ で あ る 。

　
・津波被害で は，建物 の 倒壊 に 巻き込 ま れ 死 亡す る 以

　　外に，遡上ある い は 引い て い く水の 流れ に 足 下をす

　　 くわれ 水 死 す る場 合があ る。

　
・
直下型地震で は，家屋が倒壊 し，下敷 き あ る い は ，

　　生 き埋 め に な り死 亡す る。

本検肘 にお け る複合 水 災害 に よ る被害想定につ い て は 以

下 の よ うに考え た 。

　
・直 下型 地 震発生後 1 週 間程 度経 過 した 後，崩壊 した

　　河川 堤 防 の 復 旧 が 終 わ っ て い な い 状況下 で 水 災 害 が

　　 生起す る。

　
・地震に よ り生 き埋 めに な っ た 人 は 救出 され ， 氾濫水

　　 で溺れ 死 ぬ こ と は想定 しない 。
　 ・水 害単独 で の 死 者を考慮しな い

。

b）複合 水 災害発生 の シナ リオ

  外 力条件

　外力条件 と して 以 下 の 2 ケース を 想定する。
　

・淀川に 計画 規模相当の 洪水が発 生 し ， 淀 川 本川 堤 が

　　決壊。
　 ・大阪 湾 に津波 が 襲来 し，淀川 お よ び市内河川を遡上．
  複合災害の 時間経緯

　被災 人 口 計 算の た め各災害の 時間経 過 を以 下 の よ うに

想定 した。
　直 下型地震発生後 1週 間程度で 津波また は洪水が発 生
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す る。発 生 の 時 間帯は以下の とお り。

　 ・昼 間 ：台 風 期 の 平 日の 午後

　　　　　　 → 9 月下旬 の 水曜 日午後 3 時頃

　 ・夜間 ： 台風期の 平 日の 真夜中

　　　　　　→ 9月 下旬 の 水 曜 日午前 3 時 頃

  防災施設 被害想定（堤 防，水 閘 門）

　津波発 生 時に 高 潮 を対 象 と した水 閘門は閉鎖 され ない e

ま た，淀 川 大 堰 お よび 毛 馬 閘門は 津波を対象 と した 施設

で は無い こ とか ら，施設の 安全を優先 し全開と仮定 した 。

ま た，市内河 川 堤 防お よび 海 岸 堤 防は 直 下型 地 震 に よ り

崩壊す る もの と仮定した 。

　 → 津波の 堤 内地 へ の侵 入 は すべ て の 河川 か ら発 生す る。
　　 寝屋川 の 堤防 も崩壊。
　 → 淀川 本川堤防 につ い て は ， 崩壊 は 免 れ た が 堤体の 安

　　 全度 が低 下 し， 破 堤 し易い 状況で あ る。

（2）予測方法

a）津波に よ る被害予 測

  南海地震に よる津波波高

　今回 の 対象区域 に 襲来す る津波波高 に つ い て は ， 大 阪

市地域防災計画 に お ける津波高 さシ ミ ュ レ ーシ ョ ン 結果

を も とに設 定 し，津波波高 は一
律0 ．P．＋4．2m と仮定 した e

なお ， 計算結果 によれ ば 市内河川 の 波高 は0．P．＋3．8m 程

度で あるが，淀川 大堰 付 近 の 波高が 0．P．＋4．2m で あ る の

で ，開放され た 毛馬 閘 門 を 通 じ大 川 の 波高も同程度まで

上昇す る と仮定 した，
  遡上高お よび 浸水深 予 測

　津波波形は 比 較的長 時間 高潮 位が 持続 され ，か つ 数波
の 津波が 襲来 す る と考 え られ る こ とか ら，流入 箇所 か ら

無尽 蔵に海水が 補給 され る と考えて も細 か い 遡上計算結

果 と浸水 エ リア 等 に 大差は無い と考え られ る 。 ま た ， 市

内 河川 堤防お よび防潮堤 は 直下 型地震 で 崩壊 した もの と

仮定 して い る。
　 したが っ て ，津波の 遡 上範 囲 は 波 高 と地盤高 と の 関係

（波 高 一地 盤 高 ） で 推定す る こ と と し，　 （波高 く 地 盤

高） とな る 区域 ま で 津波が 遡上 し，浸水深 は （波高一地

盤 高 ）・と した 。

　 なお ， 使 用 した メ ッ シ 昌 データは 建設 省近 畿 地 方建設

局淀 川 工 事 事 務 所 が 洪水 氾 濫計算で 使用 した も の で あ り ，

標準 地 域統 計 メ ッ シ ュ の 3 次 メ ッ シ ュ （お よ そ 1krn　X
匸  ） を さ らに 16分割 （お よそ250mX250m ） した メ ッ シ

ュ 毎の 地盤高デ
ー

タで ある 。

  被害 想 定

　 1990年 国 勢調 査 お よび 置991年事業所統計鯛査 の メ ッ シ

ュ 人 ロデータ に 基 づ き，浸水 メ ッ シ ＝ の 人 口 を夜 間お よ

び昼 間の 別 に 集計 した 。

b）洪水に よ る被窖予 測

　洪 水 に よる 被 害予測に おい て は，1997〜1998年 に開 催
され た淀 川 洪 水 危機管理 検討委員会で公 表 され た 資料 を

中心 に建設省近畿地方建設 局 淀川 工事事務所が 実施 した

洪 水氾 濫 解析 結果 を用 い た 。

  計算条件

　
・計算外 力 ：放方 地 点w ＝ lnOO計画高水（12，

000mi）
　 ・破堤地 点 ：洪 水 氾濫解析結果 による全19箇所

　　　　　　　の うち、対 象 とな る淀 川左 岸分

  氾 濫区域 の 条件

　河 川 に つ い て は ，氾濫 区域内の 河川 幅 が50m 程 度 以上

の 河川 （寝屋 川 等） は流 れ の 計 算を実施 し，そ の 他 の 主

要 河 川 につ い て は，計画 高水位ま で の 高さの 堤 防を ， 氾

濫流の 阻害線 と して 考慮 してい る 。

　ポ ン プに っ い て は，下 水 の 各 ポ ン プ を 計算 に 考慮 し て

い る 。 た だ し，ポ ン プ 場が浸水 して機能停止 す る こ とや，
周辺 が浸水 し燃 料 補給 が途 絶す る こ と が 想定 され る こ と

か ら， 適宜実状 に あうように設 定 して い る （若 干過大 に

な っ て い る ）。
  被害想定

　被害想定は ，津波の 場合と同様 に，1990年国勢調 査 お

よび 1991年事業 所統 計 調査の メ ッ シ ュ 人 ロデータ に 基 づ

き，浸水 メ ッ シ ュの 人 口 を夜 間 お よび昼間の 別 に 集計 し

た。

c｝複 合水 災害 に よ る被害予測

　直 下型 地震 に よ る被災者 の 詳細なデータ は 公 表され て

い な い こ とか ら，前述 の a）， b｝で 算定 した浸水 区域内人

口 に対 し直下型 地震 に よ る死 亡 率や 避 難 率 等 を乗 じる こ

とに よ り， 複合災害に よる死 亡者数 ， 避難者数を推定す
るこ と と した。

（3）予 測結果

a） 津 波複合時に おけ る氾 濫被害概要

　 図2 に 津波に よ る浸水 深 の 分布お よび 浸水区域内の 人

口分布を示 し た。

　大阪市北区 ， 福 島 区 ， 此花区，西 区付近で は住宅 の 2
階 部 分 以 上 まで 浸水 し，また内陸の 都島区，城東区，東

成区，東大阪市および 大東市付 近で も浸水 は住宅の 軒下

程度に なる。当然 な が らこ れ らの 区域 は地 盤 高が 比 較的
低い 区域 で あ り，内陸の 各地 区は 寝屋 川 沿 川の 低地 で あ

る。

　また．人 ロ の 分布 で は大 阪市北区，中央 区付近 に昼 間
人 ロ が 集中 して い る様 子 が顕菩で あ り，津波発 生 の 時 間
帯に よっ ては 避 難 等 の 問題が 発 生する と と もに ，当 該地

区 周 辺 に は梅 田 地 区 を代表とする 地 下施設が発達して お
り、 周辺 と結ば れた 地下鉄 道網 も発 達 して い る こ とか ら

従来予想されて い た被 害以 外 に 地 下施設に お け る 人 的被
害が予 想され る。

　なぜ な ら，直 下 型 地 震に よ っ て
， 地 上 の 水門被害，地

下 空 間 出入 口 の 開閉部分の 損傷な ど，市街地に おけ る 耐
水機能 が 大 き く失 われ て い る危 険性 が 大 きい。た とえ ば，
阪神

・
淡路大震災で は 大阪 市内約350の 水門の うち，そ の

約 1／ 3 が被害を受 け た こ とが判 明 し て い る。そ の た め
，

そ の 後 に 南海地震 が生起す れ ば ， 停 電や直下型地震 で受

け た被害 の応急処置 を した 部 分 の 再 度被害な どが あ り，
た とえ ば，地 下鉄 車 内 に取 り残された乗客や 地 下街 等 の

買い 物客の 被害などが 起 こ り得 るであろ う。

b）洪水複合時に おける氾濫被害概要

　図 3に洪水に よ る浸水深 の 分布 お よび 浸水 区域 内の 人

口 分布 を示 し た。

　津波被害と同 様に 大 阪 市北 区 ，福島区，此花 区 ， 西 区

付 近 で は 住 宅 の 2 階 部分以上 まで 漫水 し ， ま た 内陸 の 都
島区，城東区，東成区，東大阪市お よび 大東 市 付 近 で も

浸 水 は住宅 の 軒下程度 にな る。 さらに淀川 沿川 で も軒 下

以上 に 浸水す る 区域 が あ る。各地区 は い わ ゆ る低地 で あ
るが ，堤 防周 辺 の 浸水深が 深い のは ， 洪 水 時の 淀川の 水
位 が周 辺 の 地盤 に比べ か な り高い 位置に あ る こ と も一因

で あ る。また，人 口 分 布 も津波被害とほ ぼ同 じ傾 向 に あ

る。
c〕複 合水 災害 に よ る人 的被譽概要

　以上まで に算定 され た津波 ・洪水の 単独被害予 測結果
を も とに，次 に 示 す手 順で 複合水災害の被害予 測を行 っ

た 。

  複合水 災害の 発生

　前 述 の とお り，次の 2 ケース とす る。い ずれ の ケース

も地震発 生か ら水 災 害 まで の タイ ム ラ グは 1週 間程 度 と

一41 一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Institute of Social Safety Science

NII-Electronic Library Service

エnstitute 　 of 　 Sooial 　 Safety 　 Soienoe

　

　

　

　
　

　

　
　

　

　

　
　

　

　
　輛
團

袴
余
口

く
9
襲
凶
管
囃

旨
枯

紹闇
園

槍冖
歌
購
乂馬
螂
ゆ
←一
給
ー5一
酋
悩
無
↑・
麟
嚢
副…
」°
掴尸

〈

搾
訳
ロ

く
｛

彎
凶
菅
騨
ゆ

州
且

撫
魁
〉

創

區

強
　
　

湘．

脅

〜°
ユ
　

　」．・．
＼

　
　

ド
　
　ロ

§
V

．
“

一

丶．

°・、．』．
、

　

　

　

　
　“
丶

驫
讐

＼
（
ロ

く
踵
凾
）

1
讐

顰

尉

　

　
O

〈

据
訳
既
乂
底

囃
ゆ

％

旦
翼一
覆

V

　

　
∵

く

匹

塁
＼．

芝．
、響

　 田 oA　@唱　巨
ﾅ

）

Il@o
旧

ξ
δ6

1二：葦

− 42 一 N 工 工 一 Eleotronio 　 Library 　



Institute of Social Safety Science

NII-Electronic Library Service

エnstitute 　 of 　 Sooial 　 Safety 　 Soienoe

図

揮
訳
口

く
置

野ハ
凶

鬢
艇
挿

弓
総

圏

悍
余
腿
曇
艇
噸

t
稽

以

盤
蕎
恭
↑
儺
響
醐
」°
国

〈

据
訳
ロ

く
｛

謎
凶
管
嘔
噸

結
U一
煢
誌
V

屋
9

　
　
　
　
剛
　
　

“
　

o

1tt’
　 終

黙

ー
）・
气

　．
駐

巽．
灘艶齋

馬

黶

ー）

　

　．°．、
凱

丶

・

＼

驚、

丶」

覧
i

f，

ー
／耋

、

O
回

〈

搾
余
鰻
煢
艇
ゆ
M

「

U一
乂
N

薬
〉

　
　
　
　
　
゜
〆
・
．

　
　
　
　
　
　
　

財
匪

　
　
　

霆
4

｝

　
　
　
　

へ

　．

ゴ　
　ロ

．．
　・
し

「°
1
」

i

籔 ＿ ，

譱 ：専

逵1ξ
　　国 図

鹽

＼ぐ襞．・
’

1 、

−
“

’

宀ノ

ー＼
跏

モ
゜
L

丶

一43一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Institute of Social Safety Science

NII-Electronic Library Service

エnstitute 　 of 　 Sooial 　 Safety 　 Soienoe

想定 した 。

　 ・直下型地震発生　→　南海地震津波発 生

　
・直 下型 地 震 発 生　 → 　洪 水 発生

  複合水災害を被 るエ リアの 特定

　 直 下型 地震 後 の 津波 お よび 洪 水発 生 時 に 浸水被害を受

け るエ リア を特定した。特定 した エ リア 内の 行政界 別 人

口 を 表 1 に示 す 。

表 1　 行政界別漫水 エ リア 内 人 ロ

津 波被害（人》 洪 水被害〔人）

夜 澗 畳　間 夜 　間 昼 　 問

大阪 市 UIO ，0371 ．肌 9、411779 ，187 糾 2県 21

守 口 市 140，3n136 ，824 ・　 149，66Z14 氏588

枚方 市 0 02022019 ，171

寝屋川市 3鬯，39121 ρ33139299110 」68

大東 市 80．77182 ρ5236 、0？342 図 O

門真 市 【36β16139 ，η 1u7 ．652i40 ．365

東大 阪市 160、968208 ，46152 ，5餮971 ，696

針 コ瀕 02942 護！75   1β14画121 ．952ゼD49

  地震発生

　大阪 府の 被害想定結果 を も とに，浸 水 複合被害 を被 る

エ リア で ある大阪市お よび 東大阪低 地 地 域が最 も大きな

被害を受 け る と判断 され る上町断層を震源 とする地震発

生 時 の 被害を推 定す る。

　 大 阪 府 被害想定 よ り，行政区単位の 死 者発 生 率を設 定

し，複合災害を被 るエ yア の メ ッ シ ュ ごとに示 された人

口数 に乗 じて死 者数を推定 した結果 を表 2 に 示す 。

衰 2　地震発生に よ る死者数 （漫水エ リァ 内）

　 　 　 　 　 エ リア

人ロ
漆波漫水エ リア 洪水浸水 エ リア

夜間人口 （人⊃ 2，756 2，005

昼問人 ロ （人 ） 4．390 3．459

  避 難 状祝 の 想 定

　 地 震 発 生後 の 複合災睿を被 る エ リア で の 生 存 者 （メッ

シ ュ 内人 ロ
ー推定メ ッ シ ュ 内死 者数 ）の うち ， 避 難者が

どの 程度発生 す るか にっ い て 推定す る。

　推定方法は 表 3 に 示 す阪神 ・淡路大震災時に お ける神

戸市の 死 者数と避難者数 の 比 率 （実績値》をもとに， 

で 得られた結果 か ら推定 し た。

袈 3　神戸市 に お け る死 者数と避難者数の 比 率

区　分 実績値

死者 数 （人） 4，512

避難者数 （人） 236，899

死 者数 ：酸 難者数 い 52，5

　 先 に想 定 した タ イム ラ グを考 慮 す る と ， 避 難 者 は構造

面 お よび 情報面 が 安定供 給 され た避 難 所 に移動 す る もの

と考えられる。それは，震災後 3 日間で は，最初に避難

した場所か ら移動 す る被災者に よ っ て ， 滞在者数 の 変化

が生 じて お り，その 原因 は 余震 に よ る構造物の 安全 性や

行政か らの 情報提供の ル
ートの 確保 が あ げ られ る。した

がっ て ，水災害 は回 避され る と想定 した。想定避難者数

を表 4 に示 す 。

表 4　想定避難者数

　　　　　　エ リア

人 口
津波漫水エ リア 洪水浸水エ リア

夜間発生時 （人） 144，702 105．2η
昼 問発生時 （人） 230，49ユ 18且，612

  複合水災害に よ る被害想定

　複合水災害を被る エ リア 内 人ロ の うち，死者 お よび避

難者を減 じたメ ッ シ ュ 内人 口が 浸水 被害 を 受け る もの と

し，浸水深30c皿を ボーダーと して 床 上浸水，床 下浸水に

分別 して被害者数を推定 した 。

　 各被害の概 要 を表 5 お よび 表 6 に示 す。

衷 5　地震と津波の複 合 被霄 推定結果

夜冏 人 口 昼間 人口

地候による死者 （人｝ Z，756｛0，2％》 4，390 ｛ 02 ％ ）

遜離者 ｛人｝ 144，7魄 〔8．7％｝ BO ．493 〔9．5％｝

床上〔人｝ 1．424，ω 2〔85．跳 ｝ 2．053572〔849 ％）浸水

被災者 床下 〔人 ） 88湘4 （5．3％〕 129ρ47〔53 ％｝

浸水 区域内人ロ 1人〕 1，660．294｛塾00％ ｝ 2417，502‘100％）

注）　（ ）内は構成比 を示す 。

表 6　地震 と洪水の 複合被害推定結果

夜 間 人 口 昼間人 ロ

地震に よる死者 〔人 ） 2ρOj〔oユ％） 3，45910 ．2％〕

逓難者 〔人） 105．川 〔8，0％） 181，61Z（9、3％｝

床上〔人｝ 13061265〔91』隔） 【．765，612（904％〕漫水

被 災者 床下（人｝ 1ρ71｛0、1％） 1、366（o．1％）

漫水区域内人ロ 〔人〕 1β14512〔100％ ） 重．952 ρ49 〔100％｝

注｝　〔 ）内は 構成比 を示す。

　 こ の 結果 をみ る と，浸 水被害を 受 け るエ リア は 洪 水 に

比 べ て津波の 方が 広範で あ るが ， 全 被害者 の うち 5 ％程

度 は，床 下浸水だけ の 被審 に と どま る 可 能 性 が あ る。一

方 ， 洪 水 の 場合は 大 阪市 北区の 1 メ ッ シ ュの み が 床 下 浸

水 で あ り， 他は す べ て 床 上浸水 を被る と予想 され る。
　 い ずれ に して も複合水災害 の 発生 に よ り，被災者数は

地 震 災害単独 と比 較 して 10倍程度に拡大 し，百 万 人規模

の 被災者が発 生 するこ と が 示 され た。
　 なお，直下型 地 震先行型の 被災 シ ナ リオ で は，現 有の

都市耐水施設 ， た とえば水 門
・護岸 ・

河川 堤防などが被

災 して い るた め，つ ぎに津波や 洪 水 が発生 す る と，瞬時

に 市 街 地氾濫 が 生起 す る。す な わち，被害発 生 の 時間的

推移が，単独 の 水災害 と比較 して極め て短時間 に被害が

拡大する とい う特徴を持 っ て い る 。
こ の こ とが複合 災 害

に よる被害を 大き くす るわ け であ る。
　 こ れ ら被災者 の うち，床 上 浸 水 とな る被 災者 は 浸水 深

に よ り
一
時的避難が 必 要 となる 場合も想定され，避難所

の 確保が 重要 となる と推測され る。

　 また，今回 は 浸 水に よ る死者数の 推定に は 及 ん で い な

い もの の ，人 的被 謇 は相当数に 及ぶ と考 え られ る。さ ら

に ， 水 災害の 生 起時期が早 まれ ば ， 地震に よ り生 き埋 め

に なっ て い る人 が水死 す る場合等も想定され ， 被害 の 甚

大さは計 り知れ ない もの となる。

・

　 以 上の 点に鑑 み て も，ハ
ード，ソフ ト両面 か らの 早 急

な防災
・
減災対策の 充実が望 まれ る。
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4 ，防災 ・減災方策の提案

　 こ こ で は，複合水災害に よ る被害想定結果を受けて，
防災 ・減災方 策の 提 案 を行 う。 ただ し， イ ン フ ラ等 の ハ

ー
ド面の 方策で はなく，市民お よび行政等を対象 と した

ソ フ ト面の 防災 ・減災方策に つ い て 考察す る。

（1｝市民の 防災 ・誠災方策
a）被災住 民　　　　

』

  個 人 の 自覚 と自発 的な活動

　被 災 もしくは 避 難勧告直後 には ， 絶対 的な リ
ー

ダ
ーが

い な い 場合に は 、 個 人 の 判 断 に頼 る しか な く，そ れ が 生

死を分ける場合もある。 そ の ため ， 個人べ 一
ス で の 防災

意識 の 向 上や 自然 ・災害 に 関する科学的な 知識を高 め て

お く必 要 が あ る。ま た，緊急時には 行政の 対応 を待た ず

に，自発 的 に 救 援 ・救 難 活 動 を行 うこ とに よ り，被 害 が

減少するた め，個 人 の 自覚 と市民社会の 成 熟性 の 確 立 が

重要 と思 われ る。
  地域住民の っ なが り

　住民間で の 地域活 動 が 盛 ん で あれ ば，住民 自身に よ る

復1日 ・復興活動が 期待 で き，避難者 ・被災 者の 確認 も容

易で ある。し た が っ て ，新興住宅 地 な どで は ，住民 相互

の 理解 ・親睦を深める こ とが重要で あ り，被災地 の 復興

に 際 しては，既 存の 地城住 民 の つ なが りを絶つ こ と の な

い よ う注意すべ ．きで あ る。
b）一般市民

  被 災住 民の 受入

　災害 に よ り，住 居 を喪失 した り， 孤 児 とな っ て しま っ

た 場合，恒久 的 な 対 策 が 施 行 され るまで ， 被災地外 の 市

民 が 被災者 を 受け 入 れ る こ とがで きれ ば，避 難 所 で の 生

活 が 困難な老 人，幼児 に とっ て 有意義 な対策 とな る 。 し

か し，そ れ に は ，人数 ・年齢 ・地域 ・期間 とい っ た 受入

側 と被災者側の 条件が 折 り合うこ とが 大前提で あり，行

政 を代 表 とす る第三 者の 仲介に よ り，よ り 多くの 住 民 が

保 護 され るよ うな制度を確立すべ きで ある。
  救 援 活動

　
一

般市民の 被災地への 救援物資の 提供は，極め て 重要

で あ り，被災者に と っ て は 大 きな助 け とな る も の で あ る。
しか し，こ れにつ い て も、
　　　 ・需要 と供給の バ ラ ン ス

　 　 　 ・品 目別 の 仕 分 け

　　　 ・公 平 な配 分

等 の 問題 の た め に，せ っ か くの 好 意 が 十 分 に活 か され な

い こ ともあ る 。 需 給 バ ラ ン ス の 把 握 ・仕 分 け ・配 分 とい

っ た 行為 は手 間が か か る が ゆ えに，被 災者 に負 担 させ る

もの で は なく， 供給側 で の 細やかな配慮が 必 要で あ る。

c） ボ ラン テ ィア 活 動

  行政との 調整

　 阪 神 ・淡路 大震 災 に お い て は ，我 が 国の 災害史上 ，始

めて の 大量の ボラ ン テ ィ ア 参加が あ り，社会的に も注 目

され た 。
しか し

， 大 量 で あ っ た た め ， 逆に それ を最 大 限

に有 効活 用 した とは い えず ， 検討 す ぺ き点 も大 い に あ っ

た。そ の ひ とつ と して ，ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 を行 政が 登 録

制度 に し たこ とが ある。こ の た め，指示 待ちや拒否が 多

数発 生 す るこ と と な っ た。ボ ラ ン テ ィ ア は ，あ くま で 独

自の 判断に よ り活動す る こ とが 重要 で あ り， 行政 との 情
報 交換 は 必要 で あ るが 行動 を規制 され る もの で は ない 。
  ボ ラ ン テ ィ ア 活動の 啓蒙

　 災害 時 の ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 の 基本 的ル ール は ， 被 災 地

域に 負荷をか け ない こ とで あ り，被 災地 の市民 生活 を 通

常に 戻 す 「手 助け 亅 をす る こ とに あ る。ボ ラ ン テ ィ ア 活

動は，被災住民 に対 す る 「奉仕」 で は な く ， 住 民 自身の

復興活 動 を 「援助j す る とい う認識を持 っ 必 要が ある。
また，ボ ラン テ ィ ア は，自主 的に 「なすべ き こ と亅 を探

す の で あ っ て ， 与 え られ る もの で は な い。y一ダー
は ，

情報 と活動の 方向性を示すに すぎない 。

　我が 国 に お い て は
，

ボ ラ ン テ ィア 活 動は ， 市民 生 活 に

根付い た もの で は な く，そ の た め，こ こ に記 した 基 本的

ルール の 認識 も極 め て 低 い状況 に あ る．したが っ て ，ボ

ラン テ ィ ア 活動 に参加 す る意志は あっ て も，そ の 手段 ・

方法が わ か らない た め実 現 しない 場 合 が あ る。

　阪 神 ・
淡路 大 震 災 を 契機 と して，今後，災害時の ボ ラ

ン テ ィ ア 活 動参 加 へ の 希望は 増加 する と予 想される が
，

こ うした ボ ラン テ ィ ア活動に 閼する知識 が提供 （マ ス コ

ミ ・一般 教育〉され る こ とが望 ま しい e

〔2）行政の 防災 ・減災方策

a）応 急 対策

  情報の 提供

　災害時 の 情報伝達の 手段 と して は 、 電 話 が主 力 で あ る

が ，ア ク セ ス が集 中 し，機能 が マ ヒ した 場合の 代替とな

る伝 達手 段 を用 意 して お く必 要が ある。また，中央官庁

と地 方 自 治体 の 連 絡 手 段 につ い て も複数設 けて お く必 要

が あ る。

　 また，被災地域に 対する給水車 の 配車 ・救 援物 資 の 配

布等に 関する情報を徹底す るこ とは ， 被災住民の 不 安の

解消 に も な る た め，自治 会 ・ボ ラン テ ィ ア 等の 活用 に よ

り迅 速に 情報 を提 供す べ きで あ る。

  物資供給

　大災害 が発 生 した 場 合 ， 物 資供 給 路 の 磯保が 重要な課

題 とな る。倒 壊 家屋 に よ る道 路 の 封 鎖や一般 車 両 に よ る

渋 滞 が発 生す る た め で あ る。 した が っ て，緊急用車 両と
一
般車 両 の 道路の 区分 使 用や ヘ リコ プ ター・オートバ イ

等の 活用 に よ る 配送 手 段 の 多様化に よ り，物資供給の 迅

速化 を図 る 必 要が あ る。
　また ， 避難所 に お け る物資の 備蓄に つ い て も ， 想定さ

れ る最悪 の 被害 （避難人数 ・期間）に も対応可 能な量 を

確保 して お くべ きで ある 。

b＞防災 計画

  地城防災計画

　地域防災計画 の 策定に 際 して は，想定 され て い る 災 書
の 規模 〔

e ：
地 震 震 度 ） を十 分認 識 し， 想定 以上 の 災害が

発 生す る こ と，そ の 場合 の 対応 等 を詳 細 に 設 定 し て お く

必 要 が あ る。台 風 ， 拱 水 とは違 い ，地震 の 場合は 事前に

予想す る こ とが で きな い た め，職貫間の 情報伝達 ・人員
の 配 置 等 がマ ニ ュ ア ル どお りに 行か な い 可能性が 高い 。
その た め ， さま ざま なケ

ー
ス に 対応可 能な防災 計画 の 策

定 と日 常の 防災 訓練が 重 要で あ る。

  住民 へ の 啓 蒙

　 災 害 対 策 基 本 法 で は，住民 が防災に 寄与す る よ う定 め

られ て い る ． 防災対策が 十分効果をあげる た め に は，平

時 か ら住 民
一

人
一

人 が 防 災 に対 す る認識を持 ち ， 役割を

果たす こ とが重要 で あ る 。 行 政 は，そ の た め に 十分な援

助 をする 必要 が あ る 。 具 体的 に は ，防災に 閔す る地域マ

ッ プ ・
家庭用 マ ニ ＝ ア ル の 作成配布，防災施策 の PR ，

防 災 訓練 方 法 の 見 直 し，学校 で の 防災教育，ボ ラ ン テ ィ

ア の あり芳等に 関する教育が必 要で ある 。

c） 徨 興 計 画

  社会的 コ ン セ ン サス の 必要 性

　大災害が 発 生 した 場合 の 復興計画は、以後の 指針 とな

る もの で あ り ， そ れ を認 識 して 当事者 は復興に 取 り組む

必要 が あ る 。 そ の た め に は，市民 ・産 ・官 ・学 とい っ た
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地 域全 体が 災害 の 恐ろ し さを十 分認 識 し防災に関す る社

会的 ・全国的 コ ン セ ン サ ス を維 持 確立 し，復興誹画を 構

築 して い くこ とが大切で ある。
　 ま た，現行の 法体系で は 自治体完結型 の 防災 計 画 とな

っ て い る が，応援体制等 を含め ， 広域防災の シ ス テ マ テ

ィ ッ ク なあ り方 を考えるぺ きで ある．
  都市計画 のあ り方

　被災地で は ，防災に強い 都 市づ くりを 目指 した都 市 の

復 興計画 の 作成実行が急 がれ る 。 い っ まで も，不 自由な

生 活や 生 産 活 動 の 停 滞が続 くと，防災に強い 都市づ く り

が 十分なされない まま，個別 の 再開発 が無秩序 に進 む 可

能性 も ある 。 復 興 計 画の 寞 施 に 際 して は、避難者へ の ケ

ア ， 瓦 礫 や ゴ ミ等の 処理 ， 被災地再開発時の 利害調整，
財 源確 保 等，個々 の 困難な問題 に 粘 り強 く取 り組 ん で い

く必 要が あ る。

　また，被災前 か ら進 め られ て い るプ ロ ジェ ク トに ρ い

て も防災面 か らの 見直しを図る必要がある 。

  そ の 他の取 り絽 み

a）民 間企桑

　災害で 被災 した 民聞企業は ， 従 業 員の 安全 の 確認 。確
保，救済 に 全力 で あ たる の は 当 然で あ る が，地 域社会の
一

員で もあ る こ とか ら施股 ・物資の
一
般への 解放等復興

へ の 貢献 を 図 る こ とも必要 で あ る。
b）綴道機関

　災害 時の 報 道 につ い て は ， 非 被 災 者 が 主 な対 象 で あ る

こ とか ら， 興 味本位 な， い わ ゆる ワ イ ドシ ョ
ー

的な報道

に な りが ち で あ る が，本 当 に 必 要 な惰報は安否 情報 や 生

活 情報 （給水 ， 物資供給，義援金の 配布等》で ある。
　 ま た，マ ス コ ミは，知 る権利 と同時 に 正磯 な 情 報 を一

般市民 に知 らせ る義務が ある 。 災 寄 時 は ， 精神状態が 不

安定で ある こ とか ら， 些 細な情報 に惑わ され る可能性が

高 く， 報道 の 内容 に 闃して は十分な検討が必要で ある。
c） 公 的 活動

  自衛 隊

　 そ の 組 織力，行動力等か ら，災害発 生時に最 も頼 りに

なる の が 自衛隊で ある意見 は多 い
， しか し ， 自衛隊 の 出

動 に つ い て は，自衛 隊法 83条 お よび シ ビ リア ン コ ン トロ

ー
ル の 原 則 を踏 まえ て検討す る必 要 が あ るため ， 災害 時

の 迅速 か つ 有効的な出動 が 可能 とな る法 体 系や 防 災 対 策
の 検討が 必 要 と思 われ る．

  消防

　 大規模な地震 が発 生 した場合，多発 的に火災が 起 こ る

可 能性が 高 く ， 阪神 ・淡 路 大震 災の 例に もあ る よ うに

　 ・人員不足

　 ・交通 渋滞 に よ る現場到着の 遅れ

　 ・消火水の 不 足 （消火栓 の 使用不能）

とい っ た問題 が起 こ o た。そ の た め ， 今後 は，消 化用 水

の 確保 ， 空 閑地 ・緑地帯 ・公 園の 確保 とい っ た街づ くり

とと もに ， 民 間の 消 防組 織 も含 めた，実効的 で 迅 速 に 対

応で きる広 域消防体制の 確立 が必 饗で ある。

・（4）複合水 災害 に対する防災 ・減災方 策

　
“

被害
”

とい う観点で み た場合 ， 単独災害 と複合水 災

害 に大 き な差異 は な く最終的な災害規模 に よる影響 が 大

きい。た だ し，最初の 地震被害 か らの 復 旧 にお い て は，
阪神 ・淡路大震災 の とき の よ うに，つ づ い て 起 こ り得 る

災害へ の 配 慮を しなくて もよい とい うよ うには ならない 。

す な わ ち，複 合 災 蜜の被害規模 は、最初の 災害か らの 復

旧 が い か に 時間的に行われる か とい う過程 に大きく依存

し て い る。 した が っ て，仮 に複 合 災書の 発 生が 懸 念 され

る場合に は 、 復 旧作 業 を単独災害時に比 べ て 早 め る 必 要
が あ る。す な わ ち，復 旧 の 中で も

“
応急復 旧

”
の 内容が

極 め て 重要に な り，この よ うな視点 か らの 対応 が必 要 と

な っ て い る。た だ し ， こ こ で は 最悪 の シ ナ リオ を考えて

い る の で ， こ の 時 間的要因の 影響につ い て は ，今後の 対

策 の 中で 具体的に 考察 して い く必 要があろう。
　 こ こ で は ， 複合 水 災害固有の 被害の 特徴を整理 し，そ
の 防 災 ・減災 方 策を提案す る もの とする。
a）複合水災害の 特徴

  精神的ダメージ の 増幅

　被災時の 住 民 心 理 は 極 め て 不 安定で あ り．極 度 の 檗張

状態に あ る。 また，一
方で は眼 前の 被窘 を冷静に 受け止

め s 対応を図 っ て い る状 況 で もあ る。こ うした とき に ，

複合災害が起 き る と その 混乱は 単独災害の 比 で は なく，
絶望感 ・恐怖感が増幅され る 。

  2 次災害

　災害発 生時は そ の 規 模 が 大 きい ほ ど
， 緊急の 救助活 動

が行 われ て い る可能性が 高い e した が っ て，複合災害発
生 時 に 2 次災害 に 巻 き こ まれ る 可能 性 も高 く、人的被害
が拡大す る恐れがある 。

b》防 災 ・滅 災 方策

　複合水災害における防災 ・減 災方策は，基本的に は前
述 した方策 と同 じで あ る。した が っ て ，特 に 複合水災害

に 限定し た方策で は な い が ， 留 意する こ ととして ，被災
者 ・救援者 ・行 政 に 闃 わ りな く，
　

・起こ りうる危険性（災害）の 十分な認 識 ・情報伝達
　 ・災害 時の 行 勵等の 啓蒙活動

に よ り， 被書は あ る程度軽減する もの と考え られ る 。

（5｝地下 空間を対象 と した 防災 ・減災方策

　都市災害にお け る特微的事例 と して とりあげる こ とが

で き る地 下空 間 を対 象 に，複合水災害時 にお け る防災 ・
減災 方策にっ い て 述 べ る。
a）現状と問題点

　複合水災害の生 じる可能性 に つ い て は既 に述べ て き た

通 りだが，地 下 空 問 （大 阪市域 で は 13の 大 規模地 下街 が

存在 する 。 ）で は防災蔚画として主 に火 災 を対象 と した

対策 を行 っ て お り，現 時点で は 津波 お よび 河川 氾濫を対
象 と した 対策は行 わ れて い ない 。水 防災 につ い て は 1

’
t40

確 率 降雨対策 と し て 土嚢 ・止 水扉 （板 ） お よび 排 水 ポ ン

プ が考慮されて い るの みで ある。
　今回 の 想定結果 よ りそ の 浸 水 域 は 広域 に 及 び，そ の 浸

水探 か ら もこ の 程 度 の 対策で は い ずれの 対策に つ い て も

大規摸氾濫 に対 して 有効な対策とな らない こ とは 明 白で

あ る。 また避難先 に 関 して も具体的に定め られ て い な い

現状で ある。
b）防災 ・減 災 方策

  避難に 関する防災 ・減災方 策

　水災 害に よ る地 下 空問の 影 響 と して 考えられ るの は，
市街 地氾 濫 流 に よ る地 下 空 間 へ の 浸水で あ る。

　地 下空 問か らの 避難路となる 出入 口部 は ， 防災対象 が

火 災 で あ る こ と，お よ び 快適性等か ら広 く．高 く設 け られ

て い る た め，浸水 に 関して は逆 に リス ク とな っ て い る 。

出入 口 部 よ り浸水 が 始 ま る と，そ こ か らの 避 難 は不 可 能

で あ る。 主に 出入 口 部は 階段 で 構成され て い る が，階段

有効幅が減少す る に 従い ，避難時間 が 増加す る傾 向 にあ

り，地下 空間に つ い ては一様な避 難 よ りで き る限 り分散
した 避難 の 方ヵ£避 難 時 間短縮 に繋が る と報告 されて い る e

　 この こ とか ら ， 減災 方策 と して 有効な こ とは，浸水が

始 ま る ま え に迅 速 に 避難す る とい うこ とで あ る．こ の た

め に は，管理 者が適切な誘導を迅 速に 効 果的 に伝 え る判
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断 材 料 と シ ス テ ム を事前に 想定 し，構築 し て お く必 要 が

あ る 。 また ， 利用 者 も外 力に 対 し， どの よ うな特 性 を持

っ て い るか概略痼 んで お く こ とが重要で あ りJ こ れ に よ

りさ らな る迅 速な避難が 可能 となる 。 行 政側 につ い て も，
管 理 者 に 対 し速 や かに 情報を 提 供で き る シ ス テ ム の 構 築

が 望まれ る。
  避難 場所 に 関す る防災 ・減 災 方 策

　 避難場所に つ い て は，で き る 限 り高い 位置で ，広 い 面

積 を 有す る場 所 の 確 保 が 必 要 で あ る 。
こ れ につ い て は，

個人 の ビ ル
・デパ ート・

マ ン シ ョ ン 等で は防犯 ・警備 上

よ り現実性 が 無 く，公 共性 よ り駅 コ ン コ
ース や 場 合 に よ

り高架部 が 効果的 で あ る。こ の こ とか ら，行政 ・管理

者
・利用者 が 共通 の 見 解の 基に，避 難態勢 を整 え て お く

こ とが必要 で あ る。
  施設 整備に 関す る防災 ・減災方策

　 次に 施設 に よ る防 災で あ るが，現状 で は地 下 空 間 に都

市機能が集中 して い る こ とか らで きる限 り地下空間の 浸

水被害は食い 止めるべ きで あ る。地 下鉄等 に浸水が 及 ぶ

と復 旧は長 期 を 要 し， そ の 被害 は 甚 大 な も の とな る 。
こ

の こ と か ら，現 状 の 対 策 で あ る 階段 踏面 高 ・止 水扉

（板） ・排水ポ ン プの 効果を期待するが．階段踏面高 ・

排水ボ ン ブ に つ い て は 高さが 低い こ と，排水機能が 追い

っ か な い こ と か ら現状 で の 期待度は低 い と考え られ る。
た だ し，階 段 踏面 高の 嵩上げ につ い て はハ

ード整備 等 の

対策 と比較 して，よ り現実的 な対策で あ る と考 え る 。 止

水扉 （板）に つ い て は ある程度の 効果 が あ る と予想され

るが ，被 災時の 人 員体制 お よ び 避 難状 況 か ら全て の 出 入

ロ へ の 設置 は 不 可 能で あ る と考 え られ る。こ れ よ り ， 事

前 に幾っ か の 被謇 シ ナ リオ を想定 し ， 止 水 扉 （板） の 的

確 な設置 計画 を行 っ て お く必 要 が ある。
　 結 論 と して ，地 下空 間 に お け る 防 災 ・減 災方 策 と して

最 も効 果的 で あ るの は以 下 の 通 りで あ る 。

　 ・行 政 ・管 理者 の 迅 速 で 正 確 な情 報 の 提 供お よ び そ の

　　 シ ス テ ム の 構築

　 ・迅速な避難 （各個人 の 災害へ の認 識）

　 ・行政より個人 へ の 防災 ・減災教育

　 ・行政 ・管 理 者 ・利 用 者 等 の 垣 根 を無 く した共 有腮 識

　　 お よび防災 ・減災 計画 の 作 成

現状の 防災言十画 の 問 題 点を抽 出 ・見 直 し を図 る こ と、
日々 の 啓蒙 に よ る市民 ・行政の 災害 に 対す る共通認識の

確立 が重要課題と考 え られ る。
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5 ．おわ りに

　本検討で は ， 我 が 国に お け る 自然災害の 特 性 を踏まえ，
複合水災害の 検討 必要性 を示 し，具体の ケー

ス ス タ デ ィ

と して 大阪都市域を対象 と し て ，  直下 型 地震 → 南海道

地震津波t   直下型地震
一

・洪水とい う2 っ の 災害時に お

け る被 災予測 を行 っ た e さ らに ， 被害予 測 結果 を踏ま え，
主 に 市民や 行 政等 の ソ フ ト面 か らみ た防 災 ・減災方 策の

提案を行 っ た。
　 具体の ケ

ー
ス ス タデ ィ として ，大阪府都 市域に お け る

被害予測を行 っ た 結果 J 地震単独に よ る被災者の SS　IO倍
で あ る百 万人規模 で の

一
次被災者が発 生 する こ とが 予想

され る結果となっ た。
　一方，現在の 社 会経済状況 か らこ れ ま で の 整備速度で

の 仕会 資本整備 が難 しい 時 代に なっ て きて い る 。 災害の

防御 とい う点 で は大 規模 な ハ
ード施 策 に頼 らざ る を得 な

い もの の ，壊 滅的 被 害 の 回 避 ・軽減に 向け た現在実施 可

能なハ
ー

ド面 ・ソ フ ト面 ・情報面で の 対応は存在す る と

考え られ る。

　 ソフ ト面 か らみ る と，壊 滅 的被書 の 回 避 ・軽減 の た め

に は，各 自治 体 にお い て ，複 合 水 災害 の 検討を 実施 し、
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